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要旨： 「商品価値を下回る安売り販売行動は不良品

である」という考え方を示してセールスに浸透させ、

販売プロセスを改善することにより、販売資源投入の

ムダを削減し、収益性を向上した。SD（システム・ダ
イナミックス）活用による改革意識浸透・プロセス改

善・収益性向上事例である。販売プロセスにおけるセ

ールスごと、取り引きごとの値引きのバラツキ要因に

は、セールスの意識の差や行動力の差、セールスによ

る営業プロセスの違い、市場・顧客の関心事の違い、

顧客との関係親密度、顧客の商品認知レベルの差、商

品によるちがいなどが存在する。改善のためのモデル

を描くために、「値引き販売という結果」のバラツキに

対応する販売プロセスのバラツキ要因を探り、バラツ

キ要因と安売りとの因果関係モデルを描く。値引きが

発生したり発生しなかったりするバラツキに対応する

販売プロセスに対してマネジメント・プロセスとして

のフィードバック施策をかけることにより、セールス

ごとの売価バラツキを抑制し、利益率を向上した。実

際の事業運営においては、事業計画策定時点までにＳ

Ｄを活用して販売プロセス改善施策と利益改善機会の

関係、ＣＳＦ（重要成功要因：Critical Success Factor）
に対応するＫＰＩ（重要業績評価指標：Key 
Performance Indicator）の選択をシミュレーションに
より探った。策定した施策の妥当性の検証は、少人数

の実際のセールスを使って短期間に市場で行った。そ

の結果をふまえて施策を組織的に展開することにより、

ＳＤを活用したモデルベースの事業運営を実施した。 

 
１．事例の背景 
１．１ 事業の概要と課題 
 E社のこの事業部門は全国の顧客である事業所や工
場向けに環境機器の技術開発、製造、販売およびその

保守サービスを行っている。既存顧客の製品買換え、

新規顧客の獲得による利益増、および保守契約顧客へ

の継続的サービス提供による利益が主収益源である。 
現製品の市場環境は成長期を過ぎ淘汰期に入って

おり、事業の課題の一つは収益性の向上である。従来

型製品への製品化投資を控えながら製品のコストダウ

ン、顧客を維持することによるサービス収益増、商品

販売施策による営業利益増のための施策を打っている。 
この事業部門においては、モノ作りのＣ／Ｄ（コス

トダウン）目標値は計画なみに実現する風土は確立さ

れている。しかし、販売施策による利益創出は、仕入

れ価格の低減、一括大口契約という低単価での売上げ

指向の傾向が強い組織であった。つまり、コストダウ

ンはするが実売価ダウンの抑制が弱いことを解くべき

問題として認識した。一般的に、商品価値が競合品に

劣らず、また顧客に受け入れられる商品であるならば

売価アップのマーケッテイング戦略による収益性改善

の余地は大きいはずである。実際、セールスの中には

高い利益率を維持している人がいる一方で営業赤字で

も売上げが大きいセールスもいる。そこで、セールス

による安売りのバラツキに影響する販売プロセスの主

要因を把握し、それらの課題を解決するための販売プ

ロセス改善のプライス・コントロール・マネジメンを
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実施し、販売努力による収益性改善を実施することと

した。 
 
１．２ 販売の品質の概念の設定 
 取り引きごとの売り方のちがいによる値引きのバラ

ツキが存在することに注目して、プライス・コントロ

ールに品質管理の考え方を適用する。仕切り価格以下

の「値引き」や「安売り」につながる行動をムダと位

置づけ、販売資源のムダを削減するための販売プロセ

ス改善に取りかかった。セールス（ＳＡ）ごとの値引

きのバラツキ要因を探るにあたって、この目的のため

の改善の方向性として図１を示し、取り引きレベルで

の利益改善の考え方を示した（図１）。営業部門の成員

の弱点は、品質管理の考え方が弱く、バラツキに注目

してバラツキ要因に対応する販売プロセスを改善して

いく、という動きが苦手なことである。また、「プロセ

ス」という考え方にも慣れ親しんでいないのが実情で

ある。したがって、先ずは「安売りは不良品」という

表現により理解を求めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 取り引きレベルでの利益改善の考え方 

 
１．３ マネジメント・ツールとしてのＳＤ活用 
ＳＤを経営に利活用することによる効果、特にバラ

ンスト・スコアカード（ＢＳＣ）戦略経営においてＳ

Ｄによるモデル・ベースト経営の有効性はすでに事例

とともに多く紹介されている［1］。本事例においても、
事業運営のマネジメントにＳＤを活用することにより、

改革のためのビジネス・プロセス・モデルの挙動を把

握し、改革の施策を速く的確に意思決定し、管理のフ

ィードバックと改革のスピードを上げることを狙った。

すなわち、ビジネス・プロセス・モデルの明確化と共

有化、視覚化による成員の学習の加速、施策展開前の

ＰＤＣＡのシミュレーションによる施策のチューニン

グ、財務指標と非財務指標の因果関係の把握、経営環

境の不透明さや速い変化の中でのシミュレーションに

よるビジネスモデルの挙動把握など、ＳＤ活用による

確実な戦略展開の効果と、成員の説得と理解促進効果

を期待した。 

１．４ ＳＤの活用による収益性改善経緯 
事業運営のマネジメントにＳＤを活用するにあた

って、まず「実売価格を上げることによる営業利益率

を改善する」ことを戦略課題として認識した。そのた

めの営業プロセス改革モデルを表現するビジネス・プ

ロセス・モデルを因果関係図として表現した。セール

スという人ごと、取り引きごとの「値引きのバラツキ」

に注目して、安売り要因と対応する販売プロセスを因

果関係図における要因として定めた。キーとなる販売

プロセスにおける因果関係の影響係数は調査により定

量化した。共分散構造解析や重回帰分析も活用して各

要因の因果関係の強弱を評価した。次に、プロセスを

改善するためのいくつかの管理のフィードバック・ル

ープを追加した。描いたビジネス・プロセス・モデル

をＳＤツールにより表現し、シミュレーションにより

モデルの挙動を把握した。シミュレーションを繰り返

し、改革すべきプロセスに対する施策を意思決定し、

その財務的成果を仮想的に確認した。組織的展開の前

に改革仮説を一部のセールスにより市場にてテストし、

その効果を確認した。財務指標のＫＧＩ（重要達成指

標）に対応するＣＳＦとＫＰＩを定めて、BSCの指標
を組織的に施策展開し、プライス・コントロール戦略

として実行した。ＫＰＩは、ＳＤによるシミュレーシ

ョンの過程で自動的に導出した。結果指標である利益

指標ＫＧＩとして図１に示す「利益のバラツキ」と「利

益率の平均値」をモニタリングし、成果を確認した。 
 
2． プライス・コントロール戦略とその前提条件 
2．１ プライス・コントロール戦略 
「高く売る」、「下がった価格を引き上げる」、「営

業利益を上げる」などのためのプライス・コントロー

ル戦略には一般的には次のようなマーケッテイング戦

略が考えられる［2］。 
（１）高く購入していただける顧客を探す 
（２）中間流通価格を管理する 
（３）小売へのはたらきかけを行う 
（４）特売による利益減少を防止する 
（５）高粗利益商品へのシフトを行う 
（６）ブランド価値を把握し活用する 
（７）課金方式に工夫をする 
本事例では、（１）～（５）の戦略を採用している。 
 
２．２ 戦略選択の前提条件 
しかし、２．１に挙げたような戦略を組織的に実践

する前提として、組織メンバーの戦略に対する意識統

合と理解・学習力・自律性を高めること、そのための

支援をするマネジメント・プロセスが必要である［3］。
重要な学習力としては、下記があげられる。 
（１） 戦略を理解し自分の行動にまで展開する力 
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（２） 企業会計、マーケッテイング、問題解決など

の基本的知識の不足の補填 
（３） 市場に学びながら問題解決し行動する力 
（４） 自立的、主体的に取り組む成員の納得性 
（５） これらを支援するプロセスとマネジメント 
この事例では、これらのような前提要因についてもフ

ィードバック・ループによるマネジメント・プロセス

としてモデルに加えた。 
 
２．３ 商品の価値の評価 
商品の価値というものは商品のライフサイクル、顧

客が認知する利便性および競合環境により変化するも

のである。商品価値が下がってしまった時点で「高く

売れ」という施策を出せば、かえってムリをすること

になり販売投資のムダが出ると考えられる。そこで、

その時点における商品価値を把握するために、顧客の

利便性項目別、業種別の商品価値を測定した。図２は、

競合を含めた３社の商品に対する商品価値の平均値と

価格のポジショニングを示す（図2）。この調査を実施
したうえで、競合品に比較して商品価値が低くないこ

とを事前に確認し、値引き抑制と実売価アップのため

のプライス・コントロール戦略に活かす。顧客による

商品価値の評価は、商品に対する顧客の認知度、業種、

ブランド、商品の利便性項目と顧客の関心事などによ

り異なる。図２のポジションは顧客の評価の平均値を

示すものであるが、この事業部門が販売する商品Ｅは

少なくとも商品価値が大幅に劣っていることはなく、

市場の評価は相対的に高いといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 商品価値マップ 

 

３ 販売プロセス改善 
３．１ 改善の手順 
 本事例の改善活動の手順は下記である。 
（１）過去の販売データを分析し、セールスごと、  

取り引きごとの値引きのバラツキ要因を探る。 
（２）安売りと収益性の因果関係を把握する。因果関

係を探るために共分散構造分析、重回帰分析、

相関分析も活用する。 
（３）ＳＤツール（本事例では、Powersim Studioを

使用）によりビジネス・プロセス・モデルを描

く。 
（４）描いたビジネス・プロセス・モデルに管理や教

育のフィードバック・ループを追加して、モデ

ルを是正する。 
（５）ビジネス・プロセス・モデルの挙動をＳＤによ

り確認し、施策効果のシミュレーションを行う 
（６）モデルのシミュレーション結果に基づき、施策

による改革の仮説を描く。ＫＰＩはシミュレー

ションにより定量的に設定する。 
（７）最も品質の低い、「安売り王」を自負するセール

スを題材にして実験し、仮説検証を行う。 
（８）検証結果に基づき組織的に施策展開し、日常管

理を実行する。「安売りは不良品」、「安売り行

動はムダ」の意識浸透に努める。必要な知識教

育と管理のフィードバックによりＳＡ行動を

変える。ＫＰＩの測定によるモニタリング、Ｐ

ＤＣＡおよびモデルのチューニングを行う。人

の行動を変えるマネジメントにより成果を出

す。 
（９）その過程で実事業の販売プロセス改善を行う 
以下、手順に沿って説明する。 
 
３．２ セールスごと、取り引きごとの値引きのバラ

ツキ要因から改革モデルを導く 

 過去半年の販売データを分析し、セールスごと、取

り引きごとの値引きの理由を調査した（図３）。件数の

３分の２は「競合値引き」、「過去に安値で購入いただ

いた顧客へのリピート販売」、「顧客企業グループ統一

価格での追注」が占めていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 値引き理由 

 
さらにこれら主要理由の因果関係を遡って調べる。販

売プロセスが曖昧であったのでプロセスをすらすらと

遡ることができなかった。そこで、メンタル・モデル 
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に基づき、セールス一人一人のバラツキ要因を仮説と

して設定した。たとえば「競合値引き」では、「先行営

業できず競合相見積りになる」、「顧客を捨てるか選ぶ

かを選別していない」、「セールスが顧客を知らないた

めに競合回避の提案ができない」、「取り引きごとの損

益管理をしていない」などの課題が出た。それらの課

題の背景にある要因を加え、値引き販売との因果関係

を仮説として設定した。さらに、値引きにつながる要

因を是正するための管理のフィードバック要因を加え

た（図４）。 
販売資源投資のムダとしては、「売上達成志向が強 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４ 値引き販売の因果関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６ 単純化した改革モデルによる収益シミュレーション例 

く営業利益意識が低い」こと、「競合に負けると売上ゼ

ロのため、勝つ為の無難な金額提示する癖」、「タイミ

ングの遅さ」、「競合情報把握不足」、「価格競争」、「低

粗利商品の販売」、「顧客の選択不足」、「マーケティン

グコントロール力有無」、「P/Lの知識不足」、「顧客の
認知度や要求とのズレ」などへの対応が効果的である

こととなった。具体的に、値引きにつながる要因を是

正するための管理、マーケッテイング戦略および学習

支援のフィードバック・ループを加えて、改革モデル

を作った（図５）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ フィードバック要因を付加した値引き販売の因果関係 
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ＳＤによるスキル獲得モデル

知識　　：スキルの前提となる知識

実行力 ：プロセスとして実行する力

成果を出す力：値引きを抑制して売価を上げる力

00:00:00 00 :00:05 00:00:10 00:00:15
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

教育支援

知識

実行力

成果を出す力

平均学習遅れ時間

output
delay_tim e

プロセス実行

成果実施

知識習得

成果を出す力

教育支援
実行力

知識

３．３ ＳＤツールによるビジネス・プロセス・モデ

ルの挙動のシミュレーション 
値引き販売要因と収益との因果関係を把握するた

めに、ＳＤツール（Powersim Studio）によりビジネ
ス・プロセス・モデルを描く。図６は単純化した改革

モデルによる収益シミュレーションである（図６）。セ

ールス自身による戦略理解力、収益管理力、マーケッ

テイング・コントロール力を高めて、さらに販売プロ

セスを改善することにより財務指標に成果となって出

てくるというシミュレーション例である。学習・成長

という組織能力を高めるモデルには、企業財務知識の

教育、マーケッテイング教育、戦略展開実習、業績評

価制度などによる能力開発と管理のフィードバックが

入っている。 
 
３．４ モデルに基づく改革施策の仮説設定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７ 施策展開図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１０ ＳＤによるスキル獲得モデルの表現 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８ 値引き構造の調査用データシート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図９ 施策展開図 

 
 シミュレーション結果に基づき、販売資源投資のム

ダを削減するための施策展開を図った（図７）。ＫＧＩ

である利益率をＣＳＦにまで展開したものである。次

に、各ＣＳＦに対応する改善モデルを作り、図６の収

益モデルと連結する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

収
益
増

売
上
増

利
益
率
増

成長市場セグメントへ
シフト

コストダウン

市場の
成長

契約顧
客数増

製品原価減

経費率ダウン

新規契約率
シェア
拡大

（×）

（×）

・・・

サービス収益増

ｻｰﾋﾞｽ原価減

製品売価維持

（＋）

（＋）

顧客離脱率減

・・・

・・・

・・・

・・・

ｻｰﾋﾞｽ売価維持

営業粗利増
顧客情報収集と仮説

顧客の選定

P／L管理、特価評価

ソリュ－ション提案

競合対策

SAの行動の効率化

高粗利商品

高付加価値商品の販売

特注品売価管理

仕入品制限購買発注

営業専念

マーケッ
テイング
教育

企業会
計教育

利益志向 マーケッテ
イング力

企業
会計

戦略理解

利益マネジメント

顧客選択

情報仮説

販路コントロール

値引き
0.15

0.25

0.27

0.03

0.30
1.09
0.19
1.18

0.11
0.96
-0.30
-0.73

-0.90
-0.43
0.15
0.27

0.01
-0.46
-0.07
0.46

目標レベル

現状レベル

学習

　　　　　　　　　　　　　値引き要因　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　スキル　　

ＳＡ 粗利 利益志向 顧客選択顧客情報仮説販路コントロールマーケッテイング企業会計 戦略理解 利益Ｍｇ't

1 2 3 3 3 2 3 2 3 3
2 1 3 3 4 3 4 3 4 4
3 2 2 2 3 3 3 3 3 2
4 2 2 2 2 2 3 3 2 2
5 2 3 2 2 2 2 2 2 3

低い中の下中中の上高い粗利実績

レベル０レベル１レベル２レベル３レベル４利益Ｍｇ`ｔ

レベル０レベル１レベル２レベル３レベル４戦略理解

レベル０レベル１レベル２レベル３レベル４企業会計

レベル０レベル１レベル２レベル３レベル４マーケッテイング

できずどちらでもない実施している販路コントロール

できずどちらでもない実施している情報仮説

引合待ちどちらでもないロイヤル顧客顧客選択

台数売上粗利営業利益経常利益利益志向

５４３２１評価値

低い中の下中中の上高い粗利実績

レベル０レベル１レベル２レベル３レベル４利益Ｍｇ`ｔ

レベル０レベル１レベル２レベル３レベル４戦略理解

レベル０レベル１レベル２レベル３レベル４企業会計

レベル０レベル１レベル２レベル３レベル４マーケッテイング

できずどちらでもない実施している販路コントロール

できずどちらでもない実施している情報仮説

引合待ちどちらでもないロイヤル顧客顧客選択

台数売上粗利営業利益経常利益利益志向

５４３２１評価値
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学習モデルとプロセス

平均学習遅れ時間

Moutput
Mdelay_time

マーケプロセス

マーケ実施

マーケ知識

マーケッテイング実力

マーケ教育 マーケッテイング力

マーケッテイング知識

A平均学習遅れ時間

Aoutput
Ade la y_time

PL管理

PL成果

会計習得

PL成果力

会計教育 PL管理力

会計知識

S平均学習遅れ時間

Soutput
Sdelay_time
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財務成果

戦略習得

戦略実行力

戦略浸透 戦略展開力

戦略知識

M平均学習遅れ時間

Moutpu t
Mdelay _time

Mg実行

Mg成果

Mg習得

Mg実力

Mg研修 Mg実行力

Mg知識

利益志向

顧客選択

情報仮説

販路コントロール

値引き抑

制効果

売価アップ

マネジメント

学
習

３．５ 因果関係モデルの定量化 
 主要な要因の因果関係の強弱構造を定量的に知る

ために、図８に示す値引き構造の調査用データシート

を用いて、セールスごとに９項目につき５段階で評価

し、得られたデータを統計処理し、「粗利益」と「値引

き要因」と「スキル要因」の間の因果関係を把握した

（図９）。図９は、「値引き」のバラツキ具合と「４つ

の要因」のバラツキ具合の対応関係、「４つの要因」の

バラツキ具合と「４つのスキル要因」のバラツキ具合

との対応関係を示す因果関係図である。バラツキが小

さくなるよう改善と管理がなされれば値引きの抑制に

つながる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．６ 学習・成長の組織能力 

を高めるモデル 
次に、図９におけるスキル要因を高める学習モデル、

またはスキル獲得のモデルを定める。スキル獲得の基

本モデルとして図１０のモデルを採用する。「教育支

援」というステップ関数入力が時間遅れを伴い「知識」

として貯えられ、貯えられた「知識」が時間遅れを伴

い「実行力」につながり、蓄えられた「実行力」が時

間遅れを伴い「成果を出す力」につながる、というモ

デルである。「知識」、「実行力」、「成果を出す力」をス

トックとして表現する。時間遅れは３次元指数関数の

情報遅れのモデルを仮定している。 

図１０の基本モデルを用いて、企業会計、マーケッテ

イング、戦略展開、利益マネジメントの各スキル開発

のモデルを１１図に示す考え方で統合して表現する。

マネジメントスキルの向上モデルのアウトプットは４

つの値引き要因に反映されている。 
 
３．７ スキル向上モデルと財務モデルの連結 
 ＳＤツールを用いて第１１図を表現し、非財務系の

モデルと財務系のモデルとを連結したモデルを第１２

図に示す。全体モデルの複雑なダイナミックスをシミ

ュレーションにより視覚的に確認しつつ、施策系の指

標を調節しながらＣＳＦに対応するＫＰＩを探した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図11 スキル獲得モデルと値引き要因との結合 

 
 
 セールスに対しては、セールスの行動の指標の変化

がＫＧＩに及ぼす影響を視覚的に観察させることによ

り、納得性を高めるコミュニケーションができた。セ

ールスが自分の行動を変革するためのモチベーション

が生まれた。シミュレーションを介して、改革モデル

とセールス自身の間のインタラクティブなコミュニケ

ーションが可能となり、自分が何をすべきかが自覚さ

れた。 
 
３．８ ＢＳＣの指標設定 
 ＢＳＣの枠組みを活用して、施策を組織的に展開す

るにあたって、ＫＧＩ目標につながるＫＰＩを定める

必要がある。図１２のビジネス・プロセス・モデルの 
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         図１２ 非財務モデルと財務モデルの連結 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          図１３ ＳＤによるＫＰＩの導出 
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挙動をシミュレーションした場合のＫＰＩに相当する

部分の挙動をテーブルとして出力させた例を図１３に

示す。この例では各ＫＰＩの月初の目標値の推移を表

示させている。 
 
３．９ セールスによる仮説検証 
 施策の効果がシミュレーションにより確認された後

に、最も販売品質の低い、すなわち安売りが得意なＡ

セールスを題材にして実験し、仮説検証を行った。Ａ

セールスは、売り上げはトップクラスを維持している

が、個人別の営業利益は低順位にある。それでも儲か

っていると錯覚しているセールスであった。施策の改

善効果をみるためにＡさんを評価する指標をあらかじ

め定めた。財務指標では、Ａさんの経常利益、値引き

による利益減少額、粗利率を。マーケッテイング・コ

ントロール力としては、競合対策力、顧客情報収集・

仮説設定力、顧客選択割合を。個人能力としては、Ｐ

／Ｌ管理力レベル、マーケッテイング力レベル、勤務

の平均業務終了時刻を設定した。 
    まず、Ａさんの担当する既取り引き顧客に対する利

益を評価し４層別し、営業対応の方針を顧客群別に分

けた（図１４）。つぎに、ロイヤルユーザー増設提案を

重点化し競合回避を図った。Ｅ社におけるロイヤルユ

ーザーの定義は過去５年間の購入金額と購入頻度で定

めている。ロイ ロイヤルユーザーでは、商品の効果 
 が既に認知されてため、営業効率は高く、保守契約ユ

ーザーは顧客満足 も高い。金額も決まっておりユー

ザーも導入コストを把握しているため競合回避しやす

い。Ａさんが自ら気づいて努力してくれた改善課題は 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１４ Ａセールスの顧客の評価と選別 

下記である。 
・能力開発（企業会計・マーケティング）の必要性。 
・利益率改善：徹底した目標粗利率の確保 
・儲かるユーザーへ積極営業、商品別粗利／経費率、 
視覚化により粗利率確保 
・顧客分析と顧客選定、顧客を知り、顧客の課題発見 
→仮説→顧客提案実施 
・多次元で顧客層別し、セグメント毎の営業プロセス 

をパターン化する工夫 
Ａさんは、あるべき姿に対する自分の販売品質の低さ

を認識し、自分が何をすべきか、どんなスキルを高め

るべきかを認識できた。また、Ａさんに対する管理者

による業績評価方法も目標面談により具体的に定めて、

双方合意の上で改善活動を行った。 
    Ａさんによる市場テスト、仮説検証結果を図１５、

図１６、図１７に示す。図１５は、当初定めたＡセー

ルスに対する評価指標の変化を表す。Ｐ／Ｌ管理力と

マーケッテイング力は5段階で評価する。帰宅時間が
３時間も早まったという効果は評判になった。図１６

はＡセールスの値引き額の改善効果、図１７はＡセー

ルスの粗利率改善効果である。どの指標も改善されて

おり、ＳＤを活用して設定した施策の妥当性を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１５ Ａセールスの評価指標の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１６ Ａセールスの値引き額の改善効果 
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図１７ Ａセールスの粗利率改善効果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１８ マーケッテイング能力の蓄積 

 
の理解がされたことは確認した。 
 収益増のためのマーケティング人材育成研修 
では、マーケティング・プロセスを展開できる 
人材が育成でき、顧客へのプッシュ･プル・ミッ 
クスのマーケティングに取組めるような人材が 
確保できた（図１8）。 
これら、知識の蓄積はＳＤの観点からはストッ 
クに相当する。蓄えられた知識が販売プロセス 
の中でセールス自身分の行動として行使されて 
はじめて顧客の評価や財務指標に反映されるも 
のであり、必要条件である。Ａセールスの能力 
指標は図１９に基づき評価した。 

 
３．１１ 販売プロセスの改善 
検証結果に基づき改善した営業プロセスを図２０

に示す。白抜きで示す、値引き申請・チェックのプロ

セス、顧客の評価と選択のプロセス、セールスの損益

管理、増設・買換え営業プロセス、顧客情報収集分析

項目、営業能力開発プロセスが改善された。 
 
４ 効果の確認 
「安売りは不良品」「安売り行動はムダ」の意識浸

透とともに、マネジャーによる頻繁なフィードバック

によりＳＡ行動を変えることと、ＫＰＩの測定による

モニタリングを行った。組織的に取り組んだ半年間の 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図１９ 個人能力指標の設定とＡさんの目標値 

 
改善活動の結果を図２１～図２３に示す。図２１は、

値引き台数の減少を示すものであり、全員のセールス

が改善されている。図２２は、各セールスの値引き額 
の減少の推移を示す。セールスによるバラツキが改善

されるとともに値引き台数の平均値、値引き率の平均

値はともに低下している。 
図２３は、当初この改善に先立って意図した利益率

の平均値向上とバラツキの減少の推移を示す。半年の

間に行った販売プロセスの改善の成果は当初の狙いを

ほぼ満たすものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２０ 収益を高めるために、改善した販売プロセス 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２１ 組織的な改善効果（１）値引き台数の減少 
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「安売り」は不良品、の概念
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向
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平均値 61.5% 63.8% 67.8% 68.1% 68.4%
標準偏差 3.1% 5.1% 1.9% 2.1% 1.7%

 
S A 別 特 価 値 引 額 の 推 移

0

1 0 0 0

2 0 0 0

3 0 0 0

4 0 0 0

5 0 0 0

6 0 0 0

7 0 0 0

8 0 0 0

9 0 0 0

1 0 0 0 0

2
0
0
3
上

2
0
0
3
下

2
0
0
4
上

2
0
0
4
下

2
0
0
5
上
四
半
期

千
円

翁 　 財 伸

下 村 　圭

賀 子 　裕 子

後 藤 　修 也

荒 川  泰 輝

岩 田  浩 一

高 木 　徹 也

松 原 　純 子

青 木   保 則

赤 木 　知 美

川 村 　実 俊

前 野 　修 隆

瀧 口 　正 也

田 中   邦 明

藤 野 　祥 二

日 比   達 也

八 木 美 沙 里

菱 田   賢

武 田   哲 夫

有 瀧 　公 一

伊 藤  賢 治

田 口  正 博

冨 田  和 夫

林   末 夫

鈴 木

バ ラツキの大 きさ

５
月

目

４
月

目

３
月

目

２
月

目

１
月

目

値

引

き

額

平均値

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２２ 組織的な改善効果（2）値引き額の減少 

 
 
５ ＳＤの活用効果に関する考察 
プライス・コントロール戦略の施策策定にＳＤを活 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２３ 利益の平均値向上とバラツキの減少 

 
用して短期的に効率よく的確に改善を進めることがで

きた。製造部門に比べてプロセスという概念があまり

自覚されていない販売の分野では、ＳＤを活用してビ

ジネス・プロセス・モデルの挙動を視覚化することに

より成員との共有化を図ることができた。その過程で、

個々の販売プロセスというものが徐々に自覚されてき

た。そして、安売り防止のための改善のターゲットと

なる販売プロセスが絞り込まれて成員の気づきと納得

が得られればプライス・コントロールが機能すること

がわかった。 
本事例で体験したＳＤ活用の成果について述べる。

ビジネス・プロセス・モデルを表現する取っ掛かりは、

当事者のメンタルモデルを表現したが、ＳＤツールの

活用により操作性よく短時間に構築できた。解決すべ

き問題を認識して設定し、企業内に存在する販売デー

タの分析により要因をつかみ、因果関係図に反映させ

た。新たに見つけた要因とフィードバック要因をＳＤ

で描いたビジネス・プロセス・モデルに追加した。コ

ントロール可能な数多い要因の中から、ＳＤによるシ

ミュレーションを繰り返しながら、時間的・投資的な

観点から売価アップに最も効果的なコントロール要因

を定めて改革プロセスを決めた。このことは仮想的に

ＰＤＣＡを回すこととほぼ同等であり、ＳＤが改革を

加速する有効なツールであるものと信じる。モデルの

検証には、既存のデータを代入してみる方法もあるが、

今回は改善すべき代表的な成員をつかって市場で実験

することにより成果を確認し、モデルの検証とチュー

ニングを行った。その結果をＢＳＣの指標に展開して

組織的な改革を実施した。 
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